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*1 齢級…森林の年齢を５年の幅で括ったもの。人工林は、苗木を植栽した年を１年生とし、１～５年生を１齢

級、６～10年生を２齢級と数える。

*2 育成林…森林を構成する樹木の一定のまとまりを一度に全部伐採し、人為により単一の樹冠層を構成する森

林として成立させ維持する施業（育成単層林施業）が行われている森林、及び森林を構成する林木を択伐等に

より 部分的に伐採し、人為により複数の樹冠層を構成する森林（施業の過程で一時的に単層となる森林を含

む。）と して成立させ維持していく施業（育成複層林施業）が行われている森林。

*3 天然生林…主として天然力を活用することにより成立させ維持する施業（天然生林施業）が行われている森

林。この施業には、国土の保全、自然環境の保全、種の保存のための禁伐等を含む。
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１ 国有林野の管理経営に関する基本的な事項

(1) 国有林野の管理経営の基本方針

本計画区における国有林野の管理経営は、国有林野の管理経営に関する基本計

画に則し、かつ、国有林の地域別の森林計画と調和して公益的機能の維持増進を

旨として、その組織・技術・資源を活用し、森林・林業再生へ貢献することを目

指し、関係行政機関と連携を図りつつ、国民各層の理解と協力を得ながら、本計

画に基づき適切に行う。

① 森林計画区の概況

本計画区は、愛媛県西部に位置し、高知県と境を接するなど、内陸山間地帯

から宇和海にまで面する区域である。面積は14万７千haで、森林はその71％の10

万5千haである。内陸部の年平均気温は15℃前後、年間降水量は1,600～1,900mm

前後と多く、林木の生育に適した気候の下にあり、ヒノキを中心とする人工林

が半数以上を占める。

国有林野は、西予市及び内子町にまたがって位置し、計画区の上流域、面河

川の支流黒川の上流小田深山周辺に分布している。面積は計画区の森林の5.2％

にあたる5.5千haであり、人工林3,667ha（67％）、天然林1,492ha（27％）、無

立木地等321ha（6％）となっており、人工林率が高く、ヒノキがその52％を占

めている。

我が国の人工林の半数以上が10齢級
*1
以上の主伐期を迎え、森林資源を循環利

用することが大きな課題となっている中で、本計画区の国有林野においても、

人工林の46％が一般的な主伐期である10齢級以上に達している。

天然林は、尾根部や渓流沿いに分布しており、一部は保護林に指定されてい

る。また、四国カルスト県立自然公園及び小屋山県立自然環境保全地区の特別

地区にも指定されている。

② 国有林野の管理経営の現状及び評価

ア 計画区内の国有林野の現況

本計画区の国有林野の現況（平成29年12月末現在）は、人工林を中心とす

る育成林
*2
が4,008ha（育成単層林3,653ha、育成複層林355ha）、天然生林

*3
が

1,150haとなっており、林相別に見ると、針葉樹林3,624ha、針広混交林396ha、

広葉樹林1,281haとなっている。また、材積を見ると、針葉樹はスギ564千㎥、

ヒノキ470千㎥、広葉樹は282千㎥となっている。
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育成林・天然生林の分布状況

凡　　例

育成林

天然生林

内子町

久万高原町

西予市
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林相区分毎の分布状況

主要な樹種の出現状況 人工林の齢級構成

凡　　例
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イ 主要施策に係る計画量と実行量

前計画（第四次計画(平成25～29年度））における計画量と実行量の概要は

下表のとおりである。

主伐については、分収林の契約延長等により一部伐採を見合わせたため、

実行量が計画量を下回り、間伐については、必要性・緊急性の観点から実査

した結果、一部伐採を見合わせたため、実行量が計画量を下回った。

天然更新については、天然更新の適否を実査した結果、一部人工造林に振

り替えたため、実行量が計画量を下回った。

つる切り・除伐については、必要性・緊急性の観点から実査した結果、一

部実行を見合わせたため、実行量が計画量を下回った。

林道の開設及び改良については、一部伐採を見合わせたことに伴い、路線

数・箇所数の実行量が計画量を下回った。

人工造林と下刈の計画量については、伐採跡地面積に対し過小となってい

たため、精査するとそれぞれ117ha、176haとなり、修正後の計画量に対する

実行量の割合は、人工造林が62％、下刈りが111％であった。

（ア）伐採量 （単位：千㎥）

計画量 実行量

区 分

主 伐 間 伐 主 伐 間 伐

伐採量 45.4 114.1 15.4 84.9

（34） （74）

注１：（ ）内の数値は、計画量に対する実行量の割合（％）である。

注２：実行量は平成29年12月末現在の見込量である。

（イ）更新量 （単位：ha）

計画量 実行量

区 分

人工造林 天然更新 人工造林 天然更新

更新量 53 28 73 5

(138) (18)

修正値 117 (修正値 62)

注１：（ ）内の数値は、計画量に対する実行量の割合（％）である。

注２：実行量は平成29年12月末現在の見込量である。



*4 モントリオールプロセス…ヨーロッパ以外の温帯林等を有する12カ国（アルゼンチン、オーストラリア、カナ

ダ、チリ、中国、日本、韓国、メキシコ、ニュージーランド、ロシア、ウルグアイ、米国）により進められて

いる、森林経営の持続可能性を把握・分析・評価するための「基準・指標」の策定・適用に向けた取組。
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（ウ）保育量 （単位：ha）

計画量 実行量

区 分

下刈 つる切 除伐 下刈 つる切 除伐

保育量 64 1 102 196 - 66

（306） （-） （65）

修正値 176 (修正値 111)

注１：（ ）内の数値は、計画量に対する実行量の割合（％）である。

注２：実行量は平成29年12月末現在の見込量である。

（エ）林道の開設及び改良 （単位：路線数、箇所、ｍ）

区 分 計画量 実行量

路線数 2 1

(50)

開 設

延長量 4,000 1,121

(28)

箇所数 18 13

(72)

改 良

延長量 2,200 5,320

(242)

注１：（ ）内の数値は、計画量に対する実行量の割合（％）である。

注２：実行量は平成29年12月末現在の見込量である。

③ 持続可能な森林経営の実施方向

国有林野の管理経営に当たっては、開かれた「国民の森林」の実現を図るた
も り

め、地域の意見を聴きつつ、森林の適切な整備・保全等による持続可能な森林

経営に取り組む。具体的には、モントリオールプロセス
*4
の基準・指標を踏まえ

て、次の方針により取り組む。
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ア 生物多様性の保全

優れた自然環境を有する森林を維持・保存するため、希少な野生生物の生

育・生息の場となっている森林を厳格に保全・管理するとともに、野生生物

の生育・生息地を結ぶ移動経路を確保することにより、個体群の交流を促進

し、種の保全や遺伝的な多様性を確保する。

また、渓流等と一体となった森林については、その連続性を確保すること

により、よりきめ細やかな森林生態系ネットワークの形成に努める。

関連する主な施策として、「保護林」の保護・管理、保護林を中心にネッ

トワークを形成する「緑の回廊」の整備、希少な野生生物の生育・生息状況

の把握やその生育・生息環境に配慮した施業を推進する。

イ 森林の生産力の維持

森林の成長力を維持するため、適切な森林施業を推進するほか、その基盤

となる路網の整備を推進するとともに、その結果得られる木材について、持

続的かつ計画的な供給に努める。

関連する主な施策として、間伐の実施を推進するとともに、主伐後の確実

な再造林も含めた造林の実施を推進する。また、計画、設計、施工の各段階

において森林生態系との調和を図ることに留意しながら、林道と森林作業道

等との適切な組合せによる路網の計画的な整備を推進する。

ウ 森林生態系の健全性と活力の維持

国有林野を適切に保全管理するため、森林病害虫や山火事等の防止ととも

に、被害を受けた森林の回復に努める。

また、野生鳥獣との共生を可能とする地域づくりに向けて鳥獣被害の防除

に努める。

関連する主な施策として、森林病害虫被害の早期発見・早期防除、山火事

防止のパトロールの実施等に努める。また、地域の農林業や生態系に多大な

被害を与えている野生鳥獣について、関係行政機関等とも連携し、地域の特

性に応じた個体数管理（捕獲）や被害防除（防護柵の設置等）等に取り組む

とともに、効果的な捕獲技術の普及活動に努める。

エ 土壌及び水質源の保全と維持

降雨等に伴う浸食等から森林土壌を守り、森林が育む水源の涵養機能を確

保するため、土壌を保持する能力や水を育む能力等に優れた森林の整備、山

地災害を防ぐ施設の整備等を進める。

関連する主な施策として、山地災害の防止、水源の涵養、生活環境の保全

等の森林の持つ公益的機能の確保が特に必要な保安林等において、民有林と

連携しつつ、治山施設の設置や機能の低下した森林の整備等を行う治山事業

を推進する。

オ 炭素循環への森林の寄与

地球温暖化防止に貢献する観点から、吸収源となる森林を確保するため、

育成林の整備と天然生林の保全を推進する。

また、二酸化炭素の貯蔵庫としての機能を維持するため、木材利用を推進

する。
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関連する主な施策として、多様な伐期による伐採を進め、その後の確実な

更新を図るとともに、保育及び間伐の適切な実施を推進する。また、治山事

業等における間伐材等の利用を推進する。

カ 社会的・経済的便益の維持及び増進

「国民の森林」として、森林とのふれあいや国民参加の森林づくり等、国
も り

民の要請に対応するため、森林ボランティア活動や森林環境教育の実践等の

場として国有林野が利用されるよう、フィールドの提供等に取り組む。

また、公衆の保健のための活用を推進するため、森林浴や自然観察等への

利用を積極的に供することが適当と認められる国有林野の活用を推進する。

さらに、森林施業に関する技術開発等に取り組む。

関連する主な施策として、企業、学校等の多様な主体と連携して、「ふれ

あいの森」や「遊々の森」等の活用を推進する。また、「レクリエーション

の森」について、環境整備や利用促進のＰＲに取り組む。

キ 持続可能な森林経営

開かれた「国民の森林」として管理経営の透明性の確保を図るため、本計

画の策定等の機会を通じて広く国民の意見を聴く。

また、国民と国有林との双方向の情報・意見の交換を図り、国有林野事業

に対する幅広い理解と支援を得るよう努める。

関連する主な施策として、本計画の策定等に当たり、計画案についてパブ

リックコメント制度を活用したり、計画案の作成前の段階から広く地域住民

等の意見を聴く。また、「国有林モニター制度」を活用して国有林野事業に

対する国民の意見を聴くことを通じて、国民の要請の的確な把握等に努める。

④ 政策課題への対応

資源の循環利用による林業の成長産業化、原木の安定供給体制の構築、地球

温暖化の防止や生物多様性の保全等の政策課題に対応していく。

(2) 機能類型に応じた管理経営に関する事項

機能類型に応じた管理経営については、「管理経営の指針」（別冊）によるほか、

次の点に留意して、適切に実施する。

なお、機能類型区分別の国有林野の面積は下表のとおりである。



*5 山地災害防止タイプ…土砂の流出・崩壊、落石等の山地災害による人命・施設の被害の防備その他災害に強

い国土基盤の形成に係る機能を重点的に発揮させるべき森林。

*6 自然維持タイプ…原生的な森林生態系からなる自然環境の維持、動植物の保護、遺伝資源の保存等自然環境

の保全に係る機能を重点的に発揮させるべき森林。

*7 森林空間利用タイプ…スポーツ又はレクリエーション、教育文化、休養等の活動の場及び優れた景観の提供

に係る機能を重点的に発揮させるべき森林。

*8 快適環境形成タイプ…騒音の低減や大気の浄化、木陰の提供等による気象緩和等人間の居住環境を良好な状

態に保全する機能を重点的に発揮させるべき森林。

*9 水源涵養タイプ…国民生活に欠かせない良質で豊かな水の供給に係る機能を重点的に発揮させるべき森林。
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機能類型区分別の国有林野の面積 （単位：ha）

区分 山地災害 自然維持 森林空間 快適環境 水源涵養 計

防止タイプ
*5
タイプ

*6
利用タイプ

*7
形成タイプ

*8
タイプ

*9

面積 240 223 324 － 4,692 5,479

(4) (4) (6) (86) (100)

注：（ ）の数値は、機能類型タイプの面積の割合（％）である。

① 山地災害防止タイプにおける管理経営の指針その他山地災害防止タイプに関

する事項

土砂流出・崩壊防備エリアと気象害防備エリアの２つに区分して取り扱う。

山地災害防止タイプの面積 （単位：ha）

区 分 山地災害防止タイプ うち、土砂流出・ うち、気象害防備

崩壊防備エリア エリア

面 積 240 240 －

ア 土砂流出・崩壊防備エリア

下層植生の発達を促進するために適度な陽光が林内に入るよう密度管理を

行うとともに、必要に応じて土砂の流出、崩壊を防止する治山施設等を整備

する。

イ 気象害防備エリア

該当なし

② 自然維持タイプにおける管理経営の指針その他自然維持タイプに関する事項

原則として自然の維持に委ねることとし、野生生物の生育・生息環境の保全

等に配慮した施業を行う。
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自然維持タイプの面積 （単位：ha）

区 分 自然維持タイプ うち保護林

面 積 223 8

③ 森林空間利用タイプにおける管理経営の指針その他森林空間利用タイプに関

する事項

景観の向上や野外レクリエーションに考慮した間伐等の森林の適切な整備を

行うとともに、必要に応じて遊歩道等の公衆の保健の用に供する施設の整備を

行う。また、国民の保健・文化的利用に供するための施設又は森林の整備を積

極的に行うことが適当と認められる国有林野を、レクリエーションの森として

選定する。

森林空間利用タイプの面積 （単位：ha）

区 分 森林空間利用タイプ うちレクリエーションの森

面 積 324 91

④ 快適環境形成タイプにおける管理経営の指針その他快適環境形成タイプに関

する事項

該当なし

⑤ 水源涵養タイプにおける管理経営の指針その他水源涵養タイプに関する事項

浸透・保水能力の高い森林土壌を維持し、根系及び下層植生の良好な発達が

促進されるよう、森林の整備を推進する。

水源涵養タイプの面積 （単位：ha）

区 分 水源涵養タイプ

面 積 4,692

⑥ その他

国有林の地域別の森林計画における公益的機能別施業森林と機能類型との関

係は下表のとおりである。
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公益的機能別施業森林

水源涵養 山地災害防止 快適環境 保健機能

機能類型 機能維持 機能／土壌保 形成機能 維持増進

増進森林 全機能維持増 維持増進 森林

進森林 森林

山地災害防止タイプ

土砂流出・崩壊防備エリア ○ ○

気象害防備エリア ○ ○ ○

自然維持タイプ ○ ○ ○

森林空間利用タイプ ○ ○ ○

快適環境形成タイプ ○ ○

水源涵養タイプ ○

(3) 森林の流域管理システムの下での森林・林業再生に向けた貢献に必要な事項

民有林関係者等と連携して推進する森林の流域管理システムの下、肱川流域林

業活性化協議会等の場を通じ、県、市町村等との密接な連携を図りながら、地域

の森林・林業の再生に貢献していくため、組織・技術力・資源を活用し、民有林

の経営に対する支援等に積極的に取り組む。

具体的には、次の取組を推進する。

① 林業事業体の育成

林業事業体の創意工夫を促進し、施業提案の能力向上等を支援するため、総

合評価落札方式や「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」に基

づく複数年契約等に取り組む。

また、架線集材等の技術検討会の開催等により、林業事業体の育成を推進す

る。

② 民有林と連携した施業の推進

民有林林道等の計画との調整を図り、民有林・国有林一体となった効率的な

路網の整備を推進し、森林施業の効率的な実施に必要な路線を計画的に整備す

る。また、県、地元自治体及び民有林関係者と連携し、民有林・国有林一体と

なった森林共同施業団地の設定等を積極的に推進する。

③ 森林・林業技術者等の育成

事業の発注や「緑の雇用」事業の研修フィールドの提供等を通じて、民有林

の人材育成を支援する。

また、森林総合監理士等を活用し、県との連携を図りつつ、市町村行政等を

支援する。

④ 林業の低コスト化等に向けた技術開発

肱川流域林業活性化センターの構成員である県や地元自治体、林業事業体等

の参加も得て、低コストで効率的な作業システムの導入に向けた現地検討会を

開催するなど、民有林経営への普及を念頭に置いた林業の低コスト化に向けた

技術開発を推進する。
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⑤ その他

地元自治体等と連携しつつ、野生鳥獣対策を実施する。

また、ボランティア団体等が実施する森林づくり活動にフィールドを提供す

るとともに、森林環境教育を推進する。

さらに、県等との治山事業連絡調整会議の開催、地元自治体等への山地災害

危険地区等の防災情報の提供等を行うとともに、山地災害発生時等には国有林

防災ボランティアの協力も得つつ、迅速な災害対策を図る。

(4) 主要事業の実施に関する事項

本計画期間における伐採、更新、保育及び林道の計画量は以下のとおりである。

事業実施に当たっては、国土の保全、自然環境の保全等に十分配慮しつつ、計

画的かつ効率的な事業の実行に努めるとともに、災害の未然防止、林業事業体の

育成等に努める。

① 伐採総量 （単位：㎥､ha）

区 分 主 伐 間 伐 計

計 73,336 106,985 180,321

《32,845》 （719）

注：《 》は分収林の伐採量で内書き、（ ）は間伐面積である。

② 更新総量 （単位：ha）

区 分 人工造林 天然更新 計

計 109 12 122

③ 保育総量 （単位：ha）

区 分 下 刈 つる切 除 伐

計 484 4 30

④ 林道の開設及び改良の総量 （単位：ｍ）

区 分 開 設 改 良

路線数 延長量 箇所数 延長量

計 1 900 18 1,950



*10 希少個体群保護林…希少な野生生物の個体群の持続性を向上させ、野生生物の保護、遺伝資源の保護、学術

の研究等に資することを目的に保護・管理する、希少な野生生物の生育・生息に必要な森林。
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(5) その他必要な事項

特になし

２ 国有林野の維持及び保存に関する事項

(1) 巡視に関する事項

① 山火事防止等の森林保全巡視

森林浴や自然観察等を目的とした入込利用者が多いレクリエーションの森等

においては、地元自治体、地域住民等との緊密な協力・連携の下に、入込利用

者が多い時期に巡視回数を増やすなど重点的な巡視に取り組むとともに、入込

利用者等に対する山火事防止、盗採防止等の啓発活動を展開するなど保全管理

に努める。

また、国有林野内への廃棄物不法投棄に対しては、地元自治体、地域住民等

とも協力・連携して、道路沿いへの標識・フェンスの設置や巡視に取り組むと

ともに、不法投棄防止の啓発活動に努める。

② 境界の保全管理

境界は、国有林野の管理経営の基礎となるものであり、定期的、計画的な巡

視を実施し、破損した境界標の補修、整備を行うなど、保全管理に努める。

(2) 森林病害虫の駆除又はそのまん延の防止に関する事項

松くい虫等森林病害虫による被害に対しては、早期発見・早期防除、迅速な駆

除に努める。

(3) 特に保護を図るべき森林に関する事項

希少な野生生物が生育・生息する森林において、当該個体群の持続性を向上さ

せ、遺伝資源の保護等に資することを目的とする希少個体群保護林
*10
を設定し、

設定目的に応じた適切な保護・管理を行う。

本計画区の保護林は下表のとおりである。

種 類 名 称 面 積（ha)

希少個体群保護林 小田深山ブナ（遺伝資源） 8

(4) その他必要な事項

希少な野生生物の生育・生息環境を維持するため、関係行政機関、ＮＰＯ、専

門化等とも連携してモニタリング調査を行うとともに、希少種への食害が懸念さ

れるニホンジカの生息状況の調査等を行うなど、森林生態系の保全に努める。

ニホンジカによる森林植生の食害が顕在化した場合は、関係行政機関等とも連

携して、捕獲による個体数管理や、保護柵や食害防止チューブの設置等による被



*11 システム販売…「国有林材の安定供給システムによる販売」の略称。森林整備に伴い生産された間伐材等に

ついて、国産材需要拡大や加工・流通の合理化等に取り組む集成材・合板工場や製材工場等との協定に基づい

て安定的に供給すること。
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害防除を行う。

３ 林産物の供給に関する事項

(1) 木材の安定的な取引関係の確立に関する事項

① 林産物の安定供給

機能類型区分に応じた施業の結果得られる国有林材の持続的・計画的な供給

に努める。その際、路網と高性能林業機械を組み合わせた低コストで効率的な

作業システムの導入に取り組む。

また、国有林材の供給等を通じて、地域の川上・川中・川下の関係者との連

携を強化し、国産材の安定的・効率的な供給体制の構築に寄与するよう努める。

② 林産物等の販売

木材の需要動向や木材産業の状況等を的確に把握し、国有林材の機動的な販

売に努める。

また、「システム販売
*11
」を活用した需要者等への安定供給に取り組むなど、

地域の林業・木材産業の活性化に資することを旨とする国有林材の供給を推進

する。

(2) その他必要な事項

二酸化炭素の排出抑制のため、林業・木材産業関係者と連携しつつ、木質バイ

オマスエネルギーの利用、木材の再利用、その他の資源の代替材としての木材利

用の促進に取り組む。

また、庁舎等の整備において木材の積極的な利用に努めるとともに、林道事業

や治山事業において間伐材等を積極的に利用するなど、自ら木材利用に取り組み、

また、これらの取組を通じて国民への啓発に努める。

４ 国有林野の活用に関する事項

(1) 国有林野の活用の推進方針

国有林野の活用に当たっては、地域の社会的経済的状況、住民の意向等を考慮

して、公用・公共用施設、公衆の保健等のための活用等に資するよう積極的に推

進する。

(2) 国有林野の活用の具体的手法

① 地元自治体等からの活用要望については、利用目的、事業計画の内容等を踏

まえ、国有林野の管理経営との調整を図りつつ、計画的に対応する。

② 森林レクリエーション等の森林空間総合利用に係る活用要望については、原

則、森林空間利用タイプの国有林野を対象とし、地元自治体等と連携しつつ、

対応する。また、「レクリエーションの森」の活用に当たっては、地元自治体

を核とした管理運営協議会の活用、民間活力を活かした施設整備の推進等に努
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める。

レクリエーションの森の種類別の名称、箇所数及び面積

種 類 箇所数 面 積（ha） 備 考

風景林 １ 91

③ 地域振興に寄与する風力、水力等再生可能エネルギー源を利用した発電の施

設用地としての活用要望については、国土の保全や生物多様性の保全等に配慮

しつつ、対応する。

④ 上記以外の活用要望についても、各々の事業目的、内容等を見て、適切に対

応する。

(3) その他必要な事項

特になし

５ 公益的機能維持増進協定に基づく林道の開設その他国有林野と一体として整備及

び保全を行うことが相当と認められる民有林野の整備及び保全に関する事項

(1) 公益的機能維持増進協定の締結に関する基本的な方針

国有林野に隣接・介在する民有林の中には、小規模で孤立分散し立地条件が不

利であること等から森林所有者等による施業が行われず、放置されていることに

より、地域全体の森林の公益的機能の発揮に支障を及ぼすことが懸念される場合

がある。

このような場合においては、国有林野の有する公益的機能の維持増進を図るた

めに有効かつ適切なものとして、森林法第10条の15の規定による公益的機能維持

増進協定制度の活用により、森林施業の集約化を図るための林道や森林作業道の

開設とこれらの路網を活用した間伐等の施業を民有林と一体的に実施する取組を

推進し、このことを通じて民有林の有する公益的機能の維持増進にも寄与するよ

う努める。

(2) 国有林野と一体として整備及び保全を行うことが相当と認められる民有林野の

整備及び保全に関する事項

公益的機能維持増進協定の締結に当たっては、当該協定制度の趣旨等に鑑み、

民有林の森林所有者等にも原則として相応の費用負担を求めるなど合理的な役割

分担の下で、民有林と国有林の一体的な森林の整備及び保全の実施に向けた条件

整備を行う。

６ 国民の参加による森林の整備に関する事項

(1) 国民参加の森林に関する事項

ボランティア団体等による自主的な森林整備等自ら森林づくりに参加したいと

いう国民の要請を踏まえ、フィールドの提供等を行う。

また、「ふれあいの森」については、要請に応じて技術指導を行うなど、地域
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の特色を活かした森林づくり活動を支援する。

ふれあいの森の名称、面積及び位置

名 称 面積（ha） 位 置（林小班）

小田深山ふれあいの森 2 55い1
お だ み や ま

(2) 分収林に関する事項

企業等が社会貢献や社員教育等の場として森林づくりを行う「法人の森林」に
も り

ついて、分収林制度を活用した取組を進める。

また、設定された分収林について、契約に基づき適正な管理に努める。

分収林の種類、契約箇所数及び面積

分収林の種類 契約箇所数 面積(ha)

分収造林 16（－） 158（－）

分収育林 2（－） 16（－）

総 数 18（－） 174（－）

注：（ ）は、法人の森林の数値で内書である。

(3) その他必要な事項

学校、地元自治体、企業、ＮＰＯ、林業事業体等の多様な主体と連携して、森

林環境教育を推進する。

また、学校が国有林野で体験活動等を実施するための「遊々の森」の設定等に

取り組む。

さらに、教職員やボランティアのリーダー等に対し、森林の有する多面的機能

に関する普及啓発等に取り組む。

７ その他国有林野の管理経営に関し必要な事項

(1) 林業技術の開発、指導及び普及に関する事項

① 施業指標林、試験地等

施業指標林、試験地等において、試験研究機関等とも連携し、現地展示等を

通じて技術の普及を図るとともに、森林施業技術の研修や検討会のフィールド、

森林環境教育の場等としても活用する。

② 林業技術の開発普及

四国森林管理局技術開発目標に基づき、産学官で連携し、国有林野を活用し

た技術開発を計画的に推進し、また、その成果については、国有林野事業に活

かすとともに、地域林業の活性化に資するよう民有林経営への普及を図る。
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また、伐採とコンテナ苗を用いたその後の造林を同時期に行う作業システム

や、ドローン等を活用した新たな技術の導入について、国有林野の管理経営や

民有林における普及・定着に資するよう取り組む。

(2) 地域の振興に関する事項

国有林野事業の諸活動と国有林野の多様な利活用、森林・林業再生への貢献を

通じて、林業・木材産業を始めとする地域産業の振興、住民の福祉の向上等に寄

与するよう努める。

(3) その他必要な事項

特になし


